
　電子掲示板、電子書庫、会議室予約、
テレワーク、WEB会議等

第４章 総 務 部 市勢

議会

1. 歴代三役 総務企画部

2. 行政組織図 総務部

3. 情報公開 健康福祉部

4. 個人情報の保護

5. 総合防災 生涯学習部

6. 市民組織への助成 安全環境部

7. 市民相談

8. 防　犯 産業活力部

9. 路上喫煙の防止 選挙管理委員会

10. 市民活動団体支援金交付制度 監査委員

11. 市民活動サポートセンター 農業委員会

12. 消費生活 教育委員会

13. 戸籍・住民登録・旅券（パスポート） 消防本部

14. 人事・給料 上下水道局

15. 職員研修 その他





1. 歴 代 三 役

⑴　市　　　長

代 氏 名

1 兼 子 通 純 昭和 ４２・ １ 昭和 ４２・ ４

2 兼 子 通 純 ４２・ ４ ４６・ ４

3 仲 村 和 平 ４６・ ４ ５０・ ４

4 仲 村 和 平 ５０・ ４ ５４・ ４

5 仲 村 和 平 ５４・ ４ ５８・ ４

6 仲 村 和 平 ５８・ ４ ６２・ ４

7 仲 村 和 平 ６２・ ４ 平成 　３・ ４

8 仲 村 和 平 平成 　３・ ４ 　７・ ４

9 大 澤 一 治 　７・ ４ １１・ ４

10 大 澤 一 治 １１・ ４ １４・１２

11 豊 田 俊 郎 １５・ １ １９・　１

12 豊 田 俊 郎 １９・ １ ２３・　１

13 豊 田 俊 郎 ２３・ １ ２５・　４

14 秋 葉 就 一 ２５・ ５ ２９・　５

２９・ ５ 　３・　５

⑵　助　　　役

代 氏 名

1 山 崎 文 吉 昭和 ４２・ １ 昭和 ４２・ ８

2 藤 原 弘 三 ４２・１０ ４６・ ９

3 藤 原 弘 三 ４６・１０ ５０・ ９

4 藤 原 弘 三 ５０・１０ ５４・ ９

5 富 岡 秀 夫 ５４・１０ ５８・１０

6 富 岡 秀 夫 ５８・１０ ６２・１０

7 富 岡 秀 夫 ６２・１０ 平成 　３・１０

8 富 岡 秀 夫 平成 　３・１０ 　７・ ４

9 芳 野 彰 夫 　７・ ６ １０・ ３

10 松 村 護 １０・ ４ １４・ ３

就 任 年 月 退 任 年 月

就 任 年 月 退 任 年 月

15 服 部 友 則

16 服 部 友 則 　３・ ５ 現 職令和

令和
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代 氏 名

11 奥 山 智 １４・ ４ １６・ ３

12 武 田 好 夫 １６・ ４ １９・ ３

⑶ 副 市 長

代 氏 名

1 武 田 好 夫 平成 １９・ ４ 平成 ２０・ ３

2 竹 之 内 正 一 ２０・ ４ ２４・ ３

3 竹 之 内 正 一 ２４・ ４ ２５・ ７

4 伊 勢 田 洋 彰 ２９・ ７ ３１・ ３

5 小 野 田 吉 純 ３１・ ４

⑷ 収 入 役

代 氏 名

1 花 澤 節 昭和 ４２・ １ 昭和 ４５・ ２

2 花 澤 節 ４５・ ２ ４９・ ２

3 花 澤 節 ４９・ ２ ５３・ ２

4 花 澤 節 ５３・ ２ ５４・１０

5 仲 村 壽 治 ５４・１１ ５８・１０

6 大 野 貞 治 ５８・１１ ６２・１０

7 大 野 貞 治 ６２・１１ 平成 　３・１０

8 立 石 光 男 平成 　３・１１ 　７・ ４

9 菅 澤 稔 　７・ ６ １１・ ５

10 奥 山 智 １１・ ７ １４・ ３

11 秋 山 幸 夫 １４・ ４ １６・ ３

12 田 中 芳 夫 １６・ ４ １９・ ３

就 任 年 月 退 任 年 月

※　地方自治法の一部改正により、収入役制度が廃止され、同日付を持って退職。
　（平成19年3月31日）

就 任 年 月 退 任 年 月

※　地方自治法の一部改正により、助役制度に代えて副市長制度を発足。
　（平成19年3月31日）

就 任 年 月 退 任 年 月

令和 ３・ ３
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(工事検査室)

(観光推進室)

農政班　振興整備班  農 政 課

報道監 広 報 広 聴 課 広報班　広聴・出版映像班

情 報 管 理 課 情報化推進班　情報システム班　統計調査班

戸 籍 住 民 課 管理班　住民記録班　戸籍記録班

支所

連絡所

総 務 部 総 務 課

庁 舎 総 合 整 備 課

法 務 課 法務班　情報公開班

コミュニティ班　自治振興班

消費生活センター

危機管理監

調整班　総務班

(パスポートセンター)

財 務 部 財 政 課

契 約 課

資 産 管 理 課 マネジメント推進班　資産管理班　施設維持班

納 税 課 税制管理班　徴収班

市 民 税 課 市民税班　諸税班

資 産 税 課 課税班　評価班

子 ど も 部 子 育 て 支 援 課 企画班　放課後児童対策班

(地域包括支援センター)

障 害 者 支 援 課 企画班　給付班　障害者支援班

2．行政組織図（令和3年4月1日現在)

市 長 副 市 長 企 画 部 企 画 経 営 課 企画政策班　行財政改革推進班

秘 書 課

シティプロモーション課

男女共同参画センター

国際班　やちよの魅力創造班

多文化交流センター

健 康 福 祉 部 健 康 福 祉 課 地域福祉班　地域医療班

(福祉総合相談室) 市営霊園

生 活 支 援 課 管理班　保護班　

長 寿 支 援 課 生きがいサービス班　資格・徴収班　認定班　給付・指導班

経 済 環 境 部

（業務管理班　焼却施設班　最終処分班）

(環境政策室)

清掃センター

衛生センター

ク リ ー ン 推 進 課 計画調整班　不法投棄対策班　ごみ減量推進班

環 境 保 全 課 大気水質保全班　地質環境保全班

危 機 管 理 課 危機管理班　防災対策班　防犯対策班

国 保 年 金 課 管理班  資格・給付班　保険料班　高齢者医療班　国民年金班　

コ ミ ュ ニ テ ィ推 進課

市民活動サポートセンター

人事研修班　給与厚生班職 員 課

子 ど も 保 育 課 幼稚園・保育園班　地域子育て支援班

児童発達支援センター

契約班

(債権管理室)

（管理運営班　療育班　地域支援班　ことばと発達の相談室担当）

障害者福祉センター

健 康 づ く り 課 健康増進班　健康支援班

保健センター

母 子 保 健 課 母子保健班　健康診査・予防接種班

学童保育所

(子ども相談センター)

子 ど も 福 祉 課 児童福祉班　家庭福祉班

保育園８園

子ども支援センターすてっぷ２１

商 工 観 光 課 商工班
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オリンピック・パラリンピック担当

事 務 局

土 木 建 設 課

八千代台分署

公民館９館

図書館５館

開 発 指 導 課

小学校２２校

中学校１１校

少年自然の家

指 導 課

教育センター

学校給食センター

適応支援センター

青少年センター

保 健 体 育 課 学校保健班　学校体育班

公 園 緑 地 課

土 木 管 理 課

都 市 整 備 部 都 市 計 画 課 計画班　交通調整班

建 築 指 導 課 企画住宅班　建築指導班　建築審査班

市 長

警 防 課 警防救助係　救急係　指揮指令第１係　指揮指令第２係

郷土博物館

学 務 課 学事班　教職員班

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会

教 育 委 員 会 教 育 長 教 育 総 務 課 総務班　施設財務班

事 務 局

文 化 ・ ス ポ ー ツ 課 文化振興班　文化財班　スポーツ推進班　施設管理班

ガキ大将の森キャンプ場

消 防 長 消 防 総 務 課 総務係　企画財務係

予 防 課 予防係　指導係　査察係

生 涯 学 習 振 興 課

総合生涯学習プラザ

文化伝承館

八千代台東南公共センター

消防第１係 救急第１係 消防第２係 救急第２係

事 務 局

庶 務 課

議 事 課

事 務 局

会 計 課 審査班　出納班

　(まちづくり推進室)

建設街路班　河川班　用地班

 睦分署

勝田台分署

中 央 消 防 署 消防第１係 救急第１係 救助第１係 消防第２係 救急第２係 救助第２係

消防第１係 救急第１係 消防第２係 救急第２係

消防第１係 救急第１係 消防第２係 救急第２係

東 消 防 署 消防第１係 救急第１係 救助第１係 消防第２係 救急第２係 救助第２係

農 業 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員

局務事会議

会 計 管 理 者

土 木 維 持 課 維持班　交通安全施設班　交通安全対策班

固定資産評価員

公園緑地班　緑化推進班　県立八千代広域公園担当

管理班　用地保全班　補修班

企画調整班　生涯学習振興班　青少年班

学力向上班　特別支援教育班　生徒指導班
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オリンピック・パラリンピック担当

事 務 局

土 木 建 設 課

八千代台分署

公民館９館

図書館５館

開 発 指 導 課

小学校２２校

中学校１１校

少年自然の家

指 導 課

教育センター

学校給食センター

適応支援センター

青少年センター

保 健 体 育 課 学校保健班　学校体育班

公 園 緑 地 課

土 木 管 理 課

都 市 整 備 部 都 市 計 画 課 計画班　交通調整班

建 築 指 導 課 企画住宅班　建築指導班　建築審査班

市 長

警 防 課 警防救助係　救急係　指揮指令第１係　指揮指令第２係

郷土博物館

学 務 課 学事班　教職員班

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会

教 育 委 員 会 教 育 長 教 育 総 務 課 総務班　施設財務班

事 務 局

文 化 ・ ス ポ ー ツ 課 文化振興班　文化財班　スポーツ推進班　施設管理班

ガキ大将の森キャンプ場

消 防 長 消 防 総 務 課 総務係　企画財務係

予 防 課 予防係　指導係　査察係

生 涯 学 習 振 興 課

総合生涯学習プラザ

文化伝承館

八千代台東南公共センター

消防第１係 救急第１係 消防第２係 救急第２係

事 務 局

庶 務 課

議 事 課

事 務 局

会 計 課 審査班　出納班

　(まちづくり推進室)

建設街路班　河川班　用地班

 睦分署

勝田台分署

中 央 消 防 署 消防第１係 救急第１係 救助第１係 消防第２係 救急第２係 救助第２係

消防第１係 救急第１係 消防第２係 救急第２係

消防第１係 救急第１係 消防第２係 救急第２係

東 消 防 署 消防第１係 救急第１係 救助第１係 消防第２係 救急第２係 救助第２係

農 業 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員

局務事会議

会 計 管 理 者

土 木 維 持 課 維持班　交通安全施設班　交通安全対策班

固定資産評価員

公園緑地班　緑化推進班　県立八千代広域公園担当

管理班　用地保全班　補修班

企画調整班　生涯学習振興班　青少年班

学力向上班　特別支援教育班　生徒指導班

事 務 局

下 水 道 課

身 体 障 害 者 福 祉 会 事 務 局

上 水 道 課 建設班　維持班　施設班

村上給水場

〔公益財団法人〕

八 千 代 市 地 域 振 興 財 団

計画班　建設班　維持班

事業管理者 上下水道局 局 長 経 営 企 画 課 総務企画班　経理班

給 排 水 相 談 課 給排水班　業務班

〔社会福祉法人〕

社 会 福 祉 協 議 会

事 務 局
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3.

現

30

地

域

1年

2年

5月

0月

1月

1月

 

0月

1月

5月  

9月

0月

4月

4月

4月

4月

行

4月

令和２

 

年 

令和3

71 4 4 4 75 242

令和元 80 230 299 3 3 3 83 233 302

令和２ 83 311 476 6 13 14 89 324 490

平成30

平成12～29 958 2,212 2,846 26 36 39 984 2,248 2,885
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部

部

部

部

部

部

3

220

10

21

33

13

12

29

97

4

1

52

1

13

58

347

4

1

3

4

令和元年度平成30年度

請求 申出
実施機関

4

159

4

19

12

21

6

21

76

36

6

3

2

2

15

72

299

9

245

3

21

13

42

31

32

100

3

83

4

2

2

1

18

112

476

1

7

1

6

1

1

1

1

1

1

14

議　　　会

市　　　長

企 画 部

総 務 部

財 務 部

健康福祉部

子 ど も 部

経済環境部

都市整備部

会 計 課

教育委員会

選挙管理委員会

監 査 委 員

農業委員会

固定資産評価
審査委員会

消 防 長

事業管理者

合　　　計

3

1

2

3

令和２年度

請求 申出

令和3年3月31 ( )
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部

部

部

部

部

部

3

220

10

21

33

13

12

29

97

4

1

52

1

13

58

347

4

1

3

4

令和元年度平成30年度

請求 申出
実施機関

4

159

4

19

12

21

6

21

76

36

6

3

2

2

15

72

299

9

245

3

21

13

42

31

32

100

3

83

4

2

2

1

18

112

476

1

7

1

6

1

1

1

1

1

1

14

議　　　会

市　　　長

企 画 部

総 務 部

財 務 部

健康福祉部

子 ど も 部

経済環境部

都市整備部

会 計 課

教育委員会

選挙管理委員会

監 査 委 員

農業委員会

固定資産評価
審査委員会

消 防 長

事業管理者

合　　　計

3

1

2

3

令和２年度

請求 申出

令和3年3月31 ( )

平成12～29

平成30

令和元

一部

 59  7  8   9 2 33

 1,555 773 392 11 115  2,846

 4 19 11  4 1 39

 1,559 792 403 11 119 1 2,885

 227 70 25 2 23  347

  3   1  4

 227 73 25 2 24  351

 268 67 40  101  476

 1 4   9  14

 269 71 40  110  490

 195 55 23 3 23  299

  2   1  3

 195 57 23 3 24  302

 4    1    1 2

 2    2

令和２  2     1    1

)令和3

)令和3

令和元

平成30

平成
12～29

令和２

28

�　会議の公開

令和２年度は、96の審議会等（所管課・室39）が対象で、延べ90回の会議が開催されまし

た。この内、60の会議が公開され、傍聴者28会議で68名でした。

�　出資等法人の情報公開

令和２年度は、（公財）八千代市文化・スポーツ振興財団、（公財）八千代市環境緑化公

社、（株）八千代市水道サービスに対する開示申出はありませんでした。

�　指定管理者の情報公開

令和２年度は、オーエンス・TRCグループ、八千代市文化・スポーツ振興財団　八千代市体育

協会共同事業体、(福)八千代市社会福祉協議会、(公財)八千代市文化・スポーツ振興財団、八

千代市ゆりのき台PFI（株）、（株）セイウン、八千代未来創造グループ、やちよ農業の輪共同

事業体、（株）サンワックスに対する開示申出はありませんでした。
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月

現

地域
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4.

月

現

地域

一部

4

27

令和3

令和3

令和２年度個人情報保護制度の運用状況

令和3

平成11～29

平成30

令和元

平成11～29

平成30

令和元

 149 295 371 2 2 2       151 297 373

 13 20 20          13 20 20

 14 30 31          14 30 31

令和２  15 22 26          15 22 26

101 74 185 184 11 2 373

 11 7 1 1 1  20

 21 8 1 1 1  31

令和２  15 8 3 3   26

平成11～29

平成30

令和元

令和２

不開示
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議 会

市 長

教 育 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員

農 業 委 員 会

固定資産評価審査委員会

消 防 長

事 業 管 理 者

合 計

企 画 部

総 務 部

財 務 部

健 康 福 祉 部

子 ど も 部

経 済 環 境 部

都 市 整 備 部

会 計 課

3

468

27

58

27

141

62

68

84

1

98

12

1

1

1

38

30

652

個人情報取扱事務登録の主な項目

・事務の名称

・事務を所管する組織の名称

・事務の目的及び個人情報の収集理由

・対象者の範囲

・個人情報の記録項目

・要配慮個人情報の収集（収集根拠含む）

・主な収集先及び提供先

・経常的な自的外利用の有無

・特定個人情報の有無

・電子計算機処理の有無

・オンライン結合の有無

令和２

令和3

　令和２年度は、オーエンス・ＴＲＣグループ、八千代市文化・スポーツ振興財団 八千代市体
育協会共同事業体、（福）八千代市社会福祉協議会、（公財）八千代市文化・スポーツ振興財団、
八千代ゆりのき台ＰＦＩ㈱、㈱セイウン、八千代未来創造グループ、やちよ農業の輪共同事業
体、㈱サンワックスに対する自己情報の開示申出はありませんでした。
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・経常的な自的外利用の有無
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・オンライン結合の有無

令和２

令和3

　令和２年度は、オーエンス・ＴＲＣグループ、八千代市文化・スポーツ振興財団 八千代市体
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5.
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7

132

令和3

令和3

995
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7

132

令和3

令和3

995
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6.

令和3 250
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6.

令和3 250

7.

8.

 

行

行

元

9

789

22

65

104

16

27

1,032

２

3

407

16

45

71

13

11

566

30

20

810

27

59

95

20

20

1,051

　犯罪の予防を目的とし、早期の事件解決にもつながることから、自治会等が行う防犯カ

メラの設置に要する経費に対して補助金を交付しています。

　また、市で設置した防犯カメラの維持管理を行っています。

防災行政用無線、

市広報紙及びホー

います。
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9. 路上喫煙の防止

　平成22年１月から「八千代市路上喫煙の防止に関する条例」を施行しました。

　条例により、市民等は、市内のすべての道路などで、歩行している間または自転車に乗車

している間は、路上喫煙をしないよう努めなければならないとされています。また、同年７

月１日からは勝田台駅周辺、平成23年７月１日からは八千代緑が丘駅周辺、平成25年10月1日か

らは八千代台駅周辺及び八千代中央駅周辺を路上喫煙禁止区域に指定しました。路上喫煙禁

止区域で喫煙した場合は2,000円の過料が科されます。
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9. 路上喫煙の防止

　平成22年１月から「八千代市路上喫煙の防止に関する条例」を施行しました。

　条例により、市民等は、市内のすべての道路などで、歩行している間または自転車に乗車

している間は、路上喫煙をしないよう努めなければならないとされています。また、同年７

月１日からは勝田台駅周辺、平成23年７月１日からは八千代緑が丘駅周辺、平成25年10月1日か

らは八千代台駅周辺及び八千代中央駅周辺を路上喫煙禁止区域に指定しました。路上喫煙禁

止区域で喫煙した場合は2,000円の過料が科されます。

年 月 日

２ 2,607 人 1,139 人

元 5,293 人 2,346 人

30

２ 22団体 4,599,550円
6,597人

(5,956人)
4,525,787円 3,625,966円 3,520,582円

元 37団体 6,410,576円
6,926人

(6,355人)
4,825,014円 3,851,825円 3,708,501円

30
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12.

令和２年度

133

107

45

26

65

113

104

37

33

4

667

2

53

44

25

4

0

81

188

5

38

80

50

8

19

597

51

1,315

令和元年度

342

112

58

24

47

48

76

30

50

2

789

7

36

55

16

2

3

101

226

8

51

69

58

8

22

662

47

1,498

30

511

70

50

11

59

41

92

42

46

2

924

4

36

55

10

2

0

103

241

14

34

44

57

10

11

621

34

1,579
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12.

令和２年度

133

107

45

26

65

113

104

37

33

4

667

2

53

44

25

4

0

81

188

5

38

80

50

8

19

597

51

1,315

令和元年度

342

112

58

24

47

48

76

30

50

2

789

7

36

55

16

2

3

101

226

8

51

69

58

8

22

662

47

1,498

30

511

70

50

11

59

41

92

42

46

2

924

4

36

55

10

2

0

103

241

14

34

44

57

10

11

621

34

1,579

などが対象です。

また、各種パンフレットを配布して情報を提

供しています。
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13.戸籍・住民登録・旅券（パスポート）

51113

1756 

31359

515高

 　戸籍とは、人の出生から死亡に至るまでの親族関係を登録公証するもので、日本国民につ  
 いて編成され、日本国籍をも公証する唯一の制度です。また、住民登録は、住民票などの発  
 行、小・中学校への就学、選挙人名簿の登録、国民健康保険、国民年金などに関する事務の  
 基礎となるものです。  
 　市では、住民基本台帳の整備をはじめ、住民票の交付、印鑑登録、印鑑登録証明書の交付、  
 戸籍簿の管理・届出受理、謄本・抄本の交付などを行っている他、パスポートの申請・交付  
 業務を行っています。  
   
　（1）支所・連絡所・パスポートセンター 

6

5

7八千代台東１丁目１番10号

支所・連絡所等所在地

支所・連絡所等名

八千代台東１丁目１番10号パスポートセンター

２

54,749

136,702

100,055

102,506

202,561

92,649

6,110

元

54,121

135,748

98,997

101,278

200,275

90,547

5,946

30

53,523

134,941

98,399

100,566

198,965

88,950

5,404

　市民の利便に配慮し５支所、１連絡所、１パスポートセンターを設置しています。支所・
連絡所では、戸籍・住民登録・印鑑登録に関する業務、市税及び市税外収入の受領、その他
関係各課の届出等の取次業務を、パスポートセンターでは、パスポートの申請・交付業務を
行っております。また、支所・連絡所は本庁とオンラインシステムによって結ばれており、
どこの窓口でも住民票、印鑑登録証明書、戸籍の謄・抄本などの交付ができるようになって
います。
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5,404

　市民の利便に配慮し５支所、１連絡所、１パスポートセンターを設置しています。支所・
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⑶ 謄抄本・証明書等取扱通数

通 通 通

⑷ 各種事務取扱件数

件 件 件

⑸ パスポート申請・交付件数

 

⑹ 個人番号カードの交付

 

戸 籍 謄 抄 本 37,491 39,072

住 民 票 謄 抄 本 110,912 110,729

各年度末現在

年　度　
30 元

　区　分

各年度末現在

年　度　
30 元

　区　分

印 鑑 証 明 書 56,557 54,288

諸 証 明 14,535 14,569

1,098

入 籍 332

戸

籍

出 生 1,881

死 亡 1,870

転 籍

法 ７ ７ 条 の ２ 181

そ の 他 515

婚 姻 1,570

離 婚 494

印

鑑

登 録 数 117,585

新 規 登 録

5,539

世 帯 変 更 2,796

住
民
基
本
台
帳

転 入 10,257

転 出 8,722

転 居

7,732

廃 止 6,728

そ の 他 11

・令和２年度個人番号カード交付件数 27,815件

各年度末現在

　＊令和元年１０月７日から業務開始

件

7

年　度　
元 ２

区　分

申

請

１０年 2,119

５年（12歳以上）

46

査証欄増補 6

紛失等 16

交

付

１０年 1,919

５年（12歳以上） 962

５年（11歳以下） 332

記載事項変更

1,080

５年（11歳以下） 342

記載事項変更 54

査証欄増補

35,340

112,796

55,344

14,230

1,745

2,026

1,149

326

1,727

447

197

505

10,856

8,949

5,473

2,872

15

118,492

7,689

6,737

1,707

2,088

992

289

1,541

413

162

452

11,450

8,614

5,992

3,042

59

119,924

8,073

6,613

942

177

66

42

2

9

1,061

245

86

48

3

２

２

－ 67 －



14.

⑴　職員の定数と現員

⑵　職員の男女比

⑶　級別職員数及び給料

 

人 事 ・ 給 料

令和3年4月1日現在(単位:人）

区 分 市長部局 議 会 選 管 農 委 監 査 教 委 消 防 上下水道 合 計

688

811726148系術技

事 務 系 548 10 6 5 6 84 29

143

1431172系務労能技

4931士育保･士養栄

57

8282 係関育教

165係関職療医

228

合 計 855 10 6 6 6 134 227 59 1,303

7221職防消

1,401

区分 全職員 管理職
部長相当職 課長相当職

総数 1,303 120 26 94

定 数 896 12 6 6 6 170 230 75

うち男性 886 100 25

女性比率(％) 32.0 16.7 3.9 20.2

令和3年4月1日現在 

75

うち女性 417 20 1 19

３級 ２級 １級

計
職 務

部　長
次　長
会  計
管理者

課　長
室　長
主　幹

補　佐

副主幹

主　査

係　長
主査補

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級

主任主事

主任技師

主　事

技　師

主 事

技 師

 職員数(人) 26 94 122 181 169 272 269 170 1,303

 構成比(％) 2.0 7.2 9.4 13.9 13.0 20.9 20.6 13.0 100.0

 最低給料(円) 411,810 364,744 375,830 335,393 294,918 249,400

233,334 193,516

 最高給料(円) 432,900 417,571 400,036 390,651 380,687 340,000 269,400 247,600

平 均 年 齢 38歳9月

平均給料月額 300,286円

202,400 154,900

 平均給料(円) 427,685 406,879 394,676 370,797 333,488 274,328

－ 68 －



⑷　特別職の給料・報酬
令和3年4月1日現在 

酬報は又料給名職

円000,649月長市

000,408月長市副

000,737月長育教

委 員 月 38,000

000,817月者理管業事

月員委会員委育教 56,000

監 査 委 員

代 表 監 査 委 員 月 100,000

選 挙 管 理 委 員 会

委 員 長 月 44,000

48,000

補 充 員 日 9,000

農 地 利 用 最 適 化 推 進 委 員

識 見 を 有 す る 者 選 任 委 員 月 80,000

議 会 選 出 委 員 月 50,000

8,000

月員価評産資定固 200,000

月 41,000

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会
委 員 長 日 9,000

委 員 日

農業委員会

会　　　　　　　　　　　　長 月 53,000

委　　　　　　　　　　　　員 月

回者理管票投の所票投 12,800

回者理管票投の所票投前日期 11,300

008,01回者理管票開

008,01回長挙選

回人会立票投の所票投 10,900

回人会立票投の所票投前日期 9,600

009,8回人会立票開

009,8回人会立挙選

市の国民健康保険事業の運営に関する協議
会

会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

民 生 委 員 推 せ ん 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

青 少 年 問 題 協 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

市 営 住 宅 等 入 居 者 選 考 委 員 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

日 7,000

防 災 会 議

会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

専門委員
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酬報は又料給名職

特 別 職 職 員 議 員 報 酬 等 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

通 学 区 域 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

住 居 表 示 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

総 合 計 画 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

都 市 計 画 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

学 校 給 食 セ ン タ ー 運 営 委 員 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

文 化 財 審 議 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

交 通 問 題 協 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

環 境 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

市 史 編 さ ん 委 員 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

教 育 支 援 委 員 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

緑 化 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

公 民 館 運 営 審 議 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

青 少 年 セ ン タ ー 運 営 協 議 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

個 人 情 報 保 護 制 度 運 営 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

個 人 情 報 保 護 審 査 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

情 報 公 開 審 査 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

廃 棄 物 減 量 等 推 進 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

生 涯 学 習 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

図 書 館 協 議 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000
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職 名 給 料 又 は 報 酬

空 家 等 対 策 協 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

郷 土 博 物 館 協 議 会
委 員 長 日 7,500 円

委 員 日 7,000

ス ポ ー ツ 推 進 審 議 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

介 護 認 定 審 査 会
委 員 長 日 27,500

委 員 日 27,500

建 築 紛 争 調 停 委 員 会
委 員 長 日 21,000

委 員 日 20,000

名 誉 市 民 選 考 委 員 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

政 治 倫 理 審 査 会
委 員 長 日 7,500

委 員 日 7,000

入 札 契 約 適 正 化 委 員 会
委 員 長 日 14,000

委 員 日 13,000

建 築 審 査 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

障 害 者 介 護 給 付 費 等 審 査 会
会 長 日 27,500

委 員 日 27,500

日 7,000

介 護 保 険 事 業 運 営 協 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日

国 民 保 護 協 議 会

会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

専 門 委 員

7,000

八 千 代 市 産 業 振 興 審 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

子 ど も ・ 子 育 て 会 議
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

い じ め 問 題 対 策 連 絡 協 議 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

い じ め 問 題 対 策 調 査 委 員 会
会 長 日 13,000

委 員 日 13,000

上 下 水 道 事 業 運 営 委 員 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

行 政 不 服 審 査 会
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000

社 会 教 育 委 員
会 長 日 7,500

委 員 日 7,000
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15.

⑴　基本的な考え方

＊　市民から信頼される職員

＊　責任を持って仕事をする職員

＊　高い見識を有する職員

＊　市民の立場で発想する職員

＊　経費と効果を常に意識する職員

⑵　研修体系

①　職場研修

②　職場外研修

ア．一般研修

⒜　新規採用職員研修

⒝　一般職員研修

　職務級の２級から４級までの職員を対象に、職務の遂行に必要な知識、技能及び判断力を習

得させるとともに市政についての視野の拡大と問題解決能力の向上を図ります。

職 員 研 修

　社会経済状況の変化とともに、地方分権が進展し、地方公共団体には、高い自主性・自律性を持っ

て、自らの判断と責任のもとに地域の実情に応じた行政運営をしていくことが求められる中、市職員

は、全体の奉仕者であることを自覚し、意欲を持って職務に取り組み、限られた行財政資源で市民ニー

ズに的確に対応していくために、一人ひとりが、かけがえのない財産、「人材」として育ち、組織が活

性化していくことが必要であると考えます。

　八千代市においては、人事評価を活用した、人材育成に取り組んでおり、本年度も、人事評価マニュ

アルをもとに、職員の能力評価等を進めていくため、評価者研修等を実施いたします。

　また、「八千代市人材育成基本方針アクションプラン」を基に、今後とも、環境の変化や時代の要請

に求められる職員を育成するため、研修部門、人事部門が一体となって、職員の育成に力を入れ、体系

的かつ計画的に職員研修を実施いたします。

求められる職員像

　日常の執務を通じて実務上の必要な知識、技能等を習得させることを目的として実施します。

　新たに採用された職員を対象に、職員としての基本的役割と責任を自覚し、職務を正確に遂

行させるために必要な知識及び技術の習得を図るほか、職場への適応力を養成します。
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⒞　管理監督者研修

イ．特別研修

ウ．派遣研修

エ．視察研修

③　自己啓発

　職務級の５級以上の職員を対象に､管理監督者としての責務を自覚させ､リーダーシップ、意

思決定能力等の管理能力を習得させるとともに広範囲にわたる行政識見及び総合的な政策形成

能力の向上を図ります。

　また、７級以上の職員を対象に、管理者として人材を育成し、組織活力を向上させることを

目的として、評価者研修を実施します。

　主として専門的な知識、技能等を習得させ、その実務能力の向上を図ることを目的として実施

します。三市合同職員研修、パソコン研修、実務研修、普通救命講習など。

　国または、他の地方公共団体、研修機関等へ派遣し、職務に必要な知識、技能等の習得を目的

として実施します。派遣先は、千葉県自治研修センター､市町村職員中央研修所など。

　内国及び外国に先進都市の行政事情について、調査及び研究を行うことを目的としています。

　自己啓発は、本人の意欲、主体性があってはじめて可能となるため、職員が自己啓発に取り組みや

すい組織風土づくりやきっかけづくりを行います。
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